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　文部科学省によると，医療的ケア（医ケア）ケア
が必要な子供は 1980 年代後半から急増．当時は一
部の特別支援学校で，教員が主治医や親に指導を受
けて行っていたが，「違法行為だ」と指摘があり，
社会問題化．一時は，医ケアが必要な子は訪問教育
しかできなくなったり，保護者を常に待機させたり
するケースが増えた．
　文科省は 1998 年度から，学校での医ケア実施に
ついて調査研究を開始．2004 年度には，教員による
医ケアは合法でないものの「看護師が常駐したうえ
で，行うのはやむを得ない（違法性の阻却）」と自
治体側に通知．2012 年度には介護保険法などの改正
で，教員も一定の研修を受ければ合法的に医ケアが
可能となった．研修など法的な手続きが必要なため 

2012 年度は一時的に減ったものの，医ケアに携わる
教員は増加傾向にある．
　ただ，47 都道府県のうち福岡や佐賀など 19 県は
看護師に限定．法改正を受け，福岡県はようやく，
教員も実施できるよう，2 月から検討を本格化する．
　医ケアを校内に限る自治体が多いのも課題だ．福
岡などは遠足や修学旅行など校外学習には看護師を
同行させず，保護者の付き添いが前提．スクールバ
スについては「動く車内でケアするのは安全性が低
く，必要な時に一時停車させて行うのも，事故の可
能性が高くなる」として看護師による対応も認めて
おらず，ほとんどの自治体が保護者に送迎させてい
る．
「教育的に効果大」―看護師との連携，不可欠
　九州 7 県のうち福岡，佐賀以外の 5 県が「教員も
加わることで安全性が高まる」として，看護師と教
員の「両輪」で医ケアを進めている．
　九州で最も医ケアに携わる教員が多い宮崎県は，
法改正で「特定行為」と認められている 5 行為のう
ち，口から喉までの 痰 吸引など，比較的簡単な三つ

たん

を教員の範囲と規定．本年度は医ケアができる教員
を約 50 人に増やした．県教委は「看護師は減らさ
ず，常に子供のそばにいる教員も簡単な医ケアがで
きるようになれば，授業を中断せずに済むなど教育

的な効果が大きい」．長崎，大分の県教委も「教員
が医ケアを学ぶことは，子供の体の変化に気付く力
の育成につながる」と話す．
　熊本県も，学校近くの病院から，障害児のケアの
経験が豊富な看護師を派遣してもらうなど，看護師
配置に力を入れたうえで，簡単な医ケアは教員がで
きるよう推進．鹿児島県は校外学習でも，保護者が
付き添わなくていいよう看護師を同行させている．
　看護師を短時間勤務の非常勤職員として配置する
自治体が多いなか，京都府は各校に最低 1 人の常勤
看護師を配置．看護師のリーダーとして放課後の会
議に出席できることで，教員と連携がとりやすいと
いう．
　医ケアが必要な子供が多い大都市部では，苦しい
財政事情ものぞく．対象児・生徒が 490 人いる大阪
府は，医ケア対応の教員として 726 人配置するが，
看護師は 64 人だけ．「看護師を増やしたいが人材不
足で，財政的にも厳しい」（府教委）ためだ．全国
で対象児・生徒が最多の東京都は，教員枠を 100 人
減らす代わりに，介護職員 200 人を採用．段階的に
研修を受けさせ，学校での医ケアに対応できる介護
職員を増やしていくという．
 （西日本新聞・福岡　2014 年 1 月 5 日）

特別支援学校 障害児への医療的ケア，教員参加広がるか

表　特別支援学校で医療的ケアが必要な子供と配
置スタッフ

教員以外教員看護師幼児児童生徒

0033281福岡県
001768佐賀県
021282長崎県
01916101熊本県
051368大分県
1241882宮崎県
0524169鹿児島県
2389166758東京都
011652183京都府

3372664490大阪府

（※2012 年度，文科省調べ）
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